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１. 18年 8月中間期の連結業績（平成  18年  2月  21日 ～ 平成  18年  8月  20日）
(1)連結経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円未満切捨て）

　　　　営　業　収　益 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 8月中間期 610,601 4.1 24,573 13.8 23,348 13.3
17年 8月中間期 586,542 △0.0 21,586 0.0 20,609 △ 3.3
18年 2月期 1,202,640 43,580 41,552

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
18年 8月中間期 4,526 － 23.97 -
17年 8月中間期 △ 22,327 － △ 118.15 -
18年 2月期 16,101 84.64 -
(注)①持分法投資損益             18年  8月中間期      124 百万円　 17年  8月中間期　    186 百万円   18年  2月期      317 百万円
     ②期中平均株式数（連結）    18年  8月中間期  188,820,168 株   17年  8月中間期  188,979,009 株   18年  2月期  188,918,304 株   
     ③会計処理の方法の変更　　 有
     ④営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭
18年 8月中間期 985,359 365,909 24.6 1,281.51
17年 8月中間期 974,173 198,774 20.4 1,051.94
18年 2月期 951,151 239,145 25.1 1,265.80
（注）１．期末発行済株式数（連結）      18年  8月中間期  188,801,206 株   17年  8月中間期  188,960,540 株   18年  2月期  188,839,130 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
18年 8月中間期 69,396 △ 34,703 △ 9,390 134,776
17年 8月中間期 36,503 △ 28,794 2,343 120,732
18年 2月期 32,441 △ 59,667 24,454 108,103

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  25　社   持分法適用非連結子会社数　－　社   持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  3  社  （除外）  －  社   持分法（新規）  －  社   （除外）　－  社

２. 19年 2月期の連結業績予想（ 平成 18年 2月 21日  ～  平成 19年 2月 20日 ）
　 　　　　営　業　収　益 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
通　　期 1,230,000 45,500 11,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              58 円   26 銭

※上記の予想は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であります。従いまして、実際の業績は様々な要因により、
　 これらの業績予想とは異なることがありますことをご承知おき下さい。

純資産       自己資本比率      　  総  資  産 　１株当たり純資産
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当企業集団の事業の系統図は次のとおりです。 

 
      
 小 売 業      
       

       

 （専門店）      

 ㈱さが美  （総合小売業） 商品供給 （総合小売業）  

 ㈱モリエ    ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，  

 ㈱パレモ 店舗内出店の賃貸等        ＬＩＭＩＴＥＤ  

 ㈱鈴丹  ユニー㈱    

 ㈱ラフォックス      

 他９社    （コンビニエンスストア）  

    事務所の賃貸等 ㈱サークルＫサンクス  

  土地・建物の （連結財務諸表提出会社）  サンクス青森㈱  

 （総合小売業） 賃貸借等   サンクス西埼玉㈱  

 ㈱ユーストア    他１１社  

       

       

       

       

 

  

 そ の 他  

 クレジット業務の請負  清掃・警備・保守の請負  店舗の賃貸  商品の供給  

 保険業務・リース取引  （施設管理業）  （不動産賃貸業）  （惣菜等の製造・加工・卸売）  

 （クレジット業・  ㈱サン総合メンテナンス  ㈱ユーライフ  カネ美食品㈱  

 保険代理業）    東名クラウン開発㈱  

 ㈱ＵＣＳ     

 

他２１社  

 

（注）上記図示のほか、㈱ＵＣＳはグループ各社と保険業務・リース取引及びクレジット業務の請負を、㈱サン総合メンテナンスは 

グループ各社と施設管理業務の請負を行っています。また、カネ美食品㈱は、㈱ユーストアから店舗を賃借し、㈱サークルＫ 

サンクスへは商品の供給を行っています。 
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２.経営方針 

１．経営の基本方針 

ユニーグループは、総合小売店、コンビニエンスストア、各種専門店をチェーン展開する小売業者と 

して、それぞれの店舗が存在する地域社会のお客様に、快適なショッピングの場と、良質で価値ある商 

品とサービスを提供し、お客様の支持の基に中長期的な利益成長を遂げ、株主の期待に応えてまいりま 

す。 

そのため、「買う身になって・・・」をモットーに、常に商品、立地、店舗機能を見直し、お客様へ 

のサービスレベルを高めるとともに、店舗のスクラップ＆ビルドを積極的に行い、経営資源の効率的な 

活用と収益性の確保に努めてまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

配当については、将来の事業展開に備えるため、内部留保による財務体質の維持強化に配慮しながら、 

安定的な配当を継続していくことを基本方針としています。 

当期におきましては、中間配当金を普通配当金９円としました。年間配当金は、中間配当金の９円を 

含め、前期と同額の１８円を予定しています。当期の内部留保金については、店舗新設等の設備投資に 

充当する予定です。今後とも効率的な資金配分につとめ、財務体質の強化と業績の向上に全力で取り組 

んでまいります。 

 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

   当中間期末時点における投資単位は５０万円以上になっていますが、投資単位の引き下げについては、 

市場の要請と株券発行、名義書換等の手数料等による費用の増加を勘案し、慎重に対処していきたいと 

考えています。投資単位の引下げの時期については、株券不発行制度導入時期を目途に実施することを 

検討しています。 

 

４．目標とする経営指標 

  ①「既設店売上前年比」 

   品揃えの充実、販売促進企画の見直し及び競合対策等により、目標達成に努めてまいります。 

  ②「商品荒利率」 

   商品構成の見直し、物流合理化による仕入コストの低減及びロスの削減等により、商品荒利率のアッ 

プに取り組んでまいります。 

 

５．グループの運営方針 

ユニーグループ企業のうち、上場子会社とは月１度のグループ経営会議を持ち、各社の経営課題や経 

営戦略についての確認と業績状況の把握を行っています。その他の子会社については、２ヶ月に 1 度同 

様な会議を持ち、必要によりユニー㈱が戦略的な枠組みを示し、総合的な支援を行います。 

また、グループ各社は以下の運営方針のもと、利益を極大化することにより、それぞれの株主に貢 

献します。 

①現場、現実に立脚し、迅速な意志決定を行うため、風通しのよいフラットな組織運営を行います。 

②価格競争力を維持強化するため、ローコスト経営を行います。 

③お客様、株主、従業員に対し透明性の高い経営を目指します。 

 

６．経営課題及び経営戦略 

＜総合小売業（ユニー㈱、㈱ユーストア等）＞ 

①オーバーストアによる競争激化の中で収益力を維持するために、店舗のスクラップ＆ビルドをさら 
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に進めてまいります。新店開発の投資配分としましては、大部分がアピタ、ユーストアへの投資で 

ありますが、従前から行ってきたホームセンター（ユーホーム）のほかに、リニューアルを中心と 

したミニＧＭＳ（ジョイマート）、スーパーマーケット（ラ フーズコア）を展開しています。 

アピタについてもより大型化したモール型のアピタの出店を来春予定しています。 

②既存店の営業力、収益力を高めるために、個店対応力を強化してまいります。マーケットの特性、 

消費行動の変化に適応するため常に品揃えを見直し、必要な改装投資を行います。また、人的生産 

性向上のため店内組織、店内作業を見直し、より効率化を行ってまいります。 

③商品面では、引き続き売上総利益率の改善に取り組んでまいります。衣料については、品質重視を 

基本にした開発商品の拡充と商品計画の精度アップにより売価修正ロスの削減、住関については海 

外輸入商品の拡大と物流改革、食品についてはＰＢ商品の拡大と物流改革を行ってまいります。 

 

＜コンビニエンスストア（㈱サークルＫサンクス等）> 

①㈱サークルＫサンクスは、「サークルＫ」・「サンクス」の２ブランドを維持しつつ、競争の激しい 

コンビニエンスストア業界で勝ち残るために、業務統合推進による一層の合併効果の実現を追求し 

ていきます。 

②競争優位を実現する商品、サービスの開発を行って行きます。 

③加盟店指導力及び商品開発力を強化し、加盟店利益の確保にも積極的に取り組んでまいります。 

④ニューコンセプトストアや新規事業の開発・育成を行って行きます。 

 

＜専門店（㈱さが美、㈱パレモ、㈱鈴丹、㈱モリエ等）＞ 

①店舗のスクラップ＆ビルドとローコスト経営により収益力を高めます。 

   ②さが美グループにおいては、長期経営計画として「SAGAMI  VISION  2010」を策定し、事業構造の 

再構築と高収益企業への転換を基本戦略としています。 

   ③㈱パレモは、時代の変化に対応するように既存ビジネスモデルの変化、進展を図るとともに、時代 

の変化にあった新しい業種、業態の開発を行い、持続的な成長を図って行きます。 

   ④㈱鈴丹は、今後の事業展開としては、「Core Competency(商品企画から仕入・配分・在庫コントロ 

ール・売場作り・販売までの一気通貫体制）」の確立と店舗のスクラップ＆ビルドによる営業力のさ 

らなる強化と物流システム費、家賃、人件費等のコスト削減を行ない、ローコスト経営を推進して 

まいります。 

 

  ＜金融（㈱ＵＣＳ等）＞（今期より「その他」から分離しました） 

①㈱ＵＣＳは、力強い成長を続けながら、業界でトップクラスの健全で活力ある企業を目指していきま 

す。 

②今後も引き続き積極的な会員募集を行い、早期に３５０万人体制にします。また、グループの金融 

事業会社としてグループ各社のコスト削減に協力していきます。 

   ③戦略的商品としてカードローンやキャッシング専用カードのキャンペーンを積極的に実施し、融資 

取扱高及び融資残高を大幅に増加させていきます。 

 

＜その他（㈱サン総合メンテナンス、㈱ユーライフ等）＞ 

①㈱サン総合メンテナンス、㈱ユーライフは、ユニーグループ内のサービス会社として、グループ各 

社のコスト削減に協力しつつ、グループ外への事業拡大を目指します。 
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３.経営成績及び財政状態 

１．当中間期の概況 

（１）営業収益 

  セグメント別営業収益                   （単位：百万円） 

 前中間期 当中間期 

 営業収益 構成比 営業収益 構成比 
前中間期比 

      ％      ％     ％ 
総合小売業  422,802  72.1  437,469  71.6  103.5 
コンビニエンスストア    95,463  16.3    97,132  15.9 101.7 
専門店    62,859  10.7    68,171  11.2 108.5 
金融 － － 10,461 1.7 
その他    15,610   2.6    8,221   1.4 

119.7 

消去又は全社  (10,192)  (1.7)  (10,855)  (1.8) 106.5 

    計   586,542 100.0   610,601 100.0 104.1 

 

 連結営業収益は、前中間期比４.１％増の６１０,６０１百万円で、内、売上高は４.５％増、営業収入は１. 

５％増となりました。 

 

  セグメント別の総合小売業の営業収益は、３.５％増の４３７，４６９百万円となりました。ユニー㈱にお 

いては、前中間期以降６店舗を開店（ラ フーズコア２店舗含む）し、５店舗を閉店（ユーホーム２店舗含

む）しました。同業他社の大型店舗や食品スーパーの出店による競合環境の厳しさもありましたが、個人消

費に回復の兆しが見られ、また、新店効果により売上高は３.７％増（既設店売上高は０.４％減）となりま

した。営業収入も６.３％増であったことから営業収益は３.８％増となりました。また、㈱ユーストアは前

中間期以降３店舗を開店し２店舗を閉店した結果、売上高は０.９％増（既設店売上高は１.１％減）となり

ました。 

 

コンビニエンスストアは、同業他社との競合が激しく、また６月から７月にかけての長梅雨の影響でソフ

トドリンクなどの夏物主力商材の売上が低迷したことや、昨年９月に販売中止したハイウェイカードの影響

もあり、既存店売上高は前期比４．７％減（サークルＫ店が４.４％減、サンクス店が５.２％減）となりま

した。また、当中間期の出店数はサークルＫ８４店、サンクス５７店と計画を下回ったものの、リロケート

（店舗の置き換え）を中心に質の高い店舗開発に取り組み、閉店店舗数はサークルＫ９４店、サンクス１２

１店となりました。前中間期以降店舗数は連結子会社とエリアフランチャイズ㈱を除きサークルＫは２７店

舗増加し、サンクスは５９店舗減少しました。直営店舗の増加によりこのセグメントの営業収益は１.７％増

の９７，１３２百万円となりました。 

 

 専門店では、㈱さが美（連結）の既設店売上高は３.６％減となりましたが、連結子会社㈱すずのきの効果

により増収となり、㈱パレモ、㈱鈴丹においては既設店売上高がそれぞれ０.６％増、０.３％増となり、そ

れぞれ増収となりました。 

㈱モリエでは既設店売上高が前中間期に比べ３.７％増となりましたが、店舗数の減少もあり減収となりま

した。このセグメントの営業収益は８．５％増の６８，１７１百万円となりました。 

 

金融（今期より「その他」から分離しました）では、㈱ＵＣＳで中間期末会員数が前中間期比約３８万人 

増加し約２６５万人となり営業基盤を拡大しました。その結果、㈱ＵＣＳの営業収益は、１５.８％増となり

ました。 
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（２）利益 

  セグメント別営業利益                    （単位：百万円） 

 前中間期 当中間期 
 営業利益 構成比 営業利益 構成比 

前中間期比 

      ％      ％     ％ 
総合小売業    4,349  20.2    6,791  27.6 156.2 
コンビニエンスストア   14,283  66.2   13,064  53.2     91.5 
専門店      691   3.2    1,876   7.6  271.5 
金融 － － 2,466 10.0 
その他    2,253   10.4      382   1.6 

 126.4 

消去又は全社       8 0.0  (   9) (  0.0) － 
    計   21,586  100.0   24,573  100.0 113.8 

 

 営業総利益は、前中間期比３.５％増の２２９，７８２百万円となりました。これは①商品荒利益率が前中

間期と同じ２７.５％でしたが、売上高が４.５％増加したこと。また、②総合小売業の不動産賃貸収入が増

加したことを反映しています。 

販売費及び一般管理費は前中間期比２．４％増の２０５,２０９百万円になりました。その結果、営業利益

は前中間期比１３.８％増の２４,５７３百万円となり、営業収益比営業利益率は前中間期比０.３％増の４．

０％となりました。 

 セグメント別の総合小売業の営業利益では、荒利益率は低下しましたが、売上高の増加と不動産賃貸収入

の増加により営業総利益が増加したことにより、前中間期比５６．２％増の６,７９１百万円になり、連結営

業利益に占める総合小売業の構成比は、２０．２％から２７．６％に上昇しました。 

 一方、コンビニエンスストアにおいては、加盟店からの収入の減少と経費の伸びが、直営店の売上高の増

加と荒利益率が改善したことによる利益の伸びを上回り、営業利益は前中間期比８.５％減の１３,０６４百

万円となりました。これにより、連結営業利益に占めるコンビニエンスストアの構成比は、６６.２％から５

３.２％になりました。 

 専門店では、㈱さが美、㈱パレモ及び㈱鈴丹が増収となり、荒利益率の改善もあり、㈱パレモ及び㈱鈴丹

が営業増益となり、㈱さが美は営業黒字となりました。また、㈱モリエは減収でしたが、荒利益率の改善と

経費の削減により営業黒字となりました。その結果、このセグメントの営業利益は１７１.５％増の１,８７

６百万円となりました。 

 金融（今期より「その他」から分離しました）では、会員数が増加した㈱ＵＣＳの営業利益が前中間期比

１７.６％増加したことにより、連結営業利益に占める金融の構成比は１０.０％となりました。 

 

 営業外収益では、受取利息が前中間期と比べて１０２百万円増加しました。また、営業外費用が前中間期

に比べて３４３百万円増加しましたが、これは主にコンビニエンスストアの閉店に伴う解約損害金が、前中

間期に比べて増加したことによるものです。この結果、経常利益は前中間期比１３.３％増の２３,３４８百

万円になり、営業収益比経常利益率は前中間期の３.５％から３.８％になりました。 

 

 特別利益には、固定資産売却益２７４百万円及び前期損益修正益２６５百万円を含んでいます。特別損失

としては、減損損失を７,８２２百万円及び子会社の会計方針変更差額として１,２５７百万円を計上しまし

た。 

 

この結果、税金等調整前中間純利益として１２,６０９百万円を計上しました。 

また、税効果会計の適用により法人税等調整額を△１,７４８百万円、少数株主帰属利益を２,３２４百万円

計上しました。 

 以上の結果、中間純利益は４,５２６百万円となりました。
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（３）キャッシュ･フロー 

 当中間期の現金及び現金同等物の期末残高は新規連結子会社分も含め、前期末残高に比べ２６,６７２百万

円増加し、１３４,７７６百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益１２,６０９百万円、減価償却費１３,２

２７百万円、仕入債務の増加２６,８３１百万円、法人税等の支払額８,８５１百万円などにより、前中間期

比３２,８９３百万円増の６９,３９６百万円の収入となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得支出２６,５５９百万円、差入保証金支出４,

２６３百万円などがあり、差入保証金回収収入が４,９３５百万円ありましたが、前中間期より支出が５,９

０９百万円増加し、３４,７０３百万円の支出となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入が２５,０００百万円、短期借入金は４,３

３８百万円の純増となりましたが、コマーシャルペーパーが２３,０００百万円の純減、長期借入金返済によ

る支出が１,５２８百万円となり、前中間期より収入が１１,７３３百万円減少し、９,３９０百万円の支出と

なりました。 

 

２．事業等のリスク 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の事業等のリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項は以下のとおりであります。なお、文中の将来に関する事項は、当グループが当中間連結会

計期間末現在において判断したものであり、変動する可能性があります。 

 

（１）売上高変動要因 

  当グループの売上高は一般消費者を対象とするものであり、景気や個人消費動向の他に冷夏暖冬といっ 

た天候不順や台風などの気象状況により大きな影響を受ける可能性があります。 

 

（２）競争の激化 

  当グループが営む小売業界は、近年相次ぐ商業施設のオープンにより競争が激化しています。当グルー 

プの中心的な営業地域である中京地区においても、ショッピングモールや新たなコンビニエンスストアチ 

ェーンの出店が相次いでいます。今後もこの出店ラッシュは続く傾向にあり、当グループの経営成績や財 

政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（３）法的規制等 

  当グループは、出店にあたっては大規模小売店舗立地法、商品の販売にあたっては景品表示法や産地表 

示の法令、商品の仕入れにあたっては独占禁止法や下請法、その他環境やリサイクル関連法の規制等を受 

けています。当グループはそれぞれ内部統制システムを構築し、法令遵守を徹底していますが、万一、こ 

れの法令に違反する事由が生じた場合は、企業活動が制限される可能性があります。従って、法令に基づ 

く各種規制事項の遵守のため、経営コストが増加する可能性があります。 

また、現在、貸金業規制法の見直し作業が行われており、国会での審議の結果によっては、金融事業の 

経営成績や財政状態に多大な影響を及ぼす可能性があります。 
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（４）個人情報の保護 

  個人情報の保護については、社内規程等の整備や従業員教育などにより、流出がないよう万全の体制を 

とっていますが、万一、個人情報が流出した場合には、当グループの社会的信用力が低下し、当グループ 

の経営成績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（５）災害等 

  当グループは、災害等の発生に対しては社内体制を整備し、緊急時の対応に備えていますが、万一、大 

規模な地震や風水害等の自然災害が発生した場合、当グループの営業活動に著しい支障が生じ、経営成績 

や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

３．通期の予想 

 

下期も個人消費は緩やか回復傾向が続くと思われますが、相変わらず同業他社との激しい競争が続くと予 

想され、小売業にとって厳しい状況が続くものと思われます。総合小売業の通期の既設店売上高については、

ユニー㈱、㈱ユーストアそれぞれ１.４％減、１.５％減（上期は、ユニー㈱０.４％減、㈱ユーストア１.１％

減）を見込んでいます。既存店売上高の伸びが期待できない中、人件費をはじめとする諸経費の削減と、物

流の一層の合理化等により商品荒利益率のさらなる改善に積極的に取り組んでまいります。 

コンビニエンスストアでは、一層の統合効果を発揮するよう業績面の効率を高める施策を推進いたします。

また、商品面ではファースト・フード及び生鮮食品分野におけるベンダー・物流集約をさらに進めていきま

す。サービス分野では、Ｅｄｙ機能付き「ＫＡＲＵＷＡＺＡ ＣＬＵＢ ＣＡＲＤ」会員のさらなる拡大に

よりお客様の囲い込みを図ります。 

専門店では、商品荒利益率の改善に努め、ローコスト経営を一層推進するとともに、店舗の積極的なスク

ラップ＆ビルドや新業態の推進などで利益率を高めていきます。 

㈱ＵＣＳは、ＵＣＳカードの即時発行の導入及びコンビニエンスストア店頭での「ＫＡＲＵＷＡＺＡ Ｃ

ＡＲＤ」の募集体制の強化を図ることによりカード会員数拡大に取り組んでいきます。 

 

このような状況のもと、通期の営業収益は前期比２.３％増の１,２３０,０００百万円、経常利益は前期比

９.５％増の４５,５００百万円、当期純利益は前期の厚生年金基金の代行返上益がないため前期比３１.７％

減の１１,０００百万円を予想しています。 
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中間連結貸借対照表 
 
  前連結会計年度末の要約 
  連結貸借対照表 
  

前中間連結会計期間末 
（平成１７年８月２０日） 

当中間連結会計期間末 
（平成１８年８月２０日） 

（平成１８年２月２０日） 
注記 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

区 分 
番号 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） 

（資産の部）        
Ⅰ流動資産        
1 現金及び預金 ※1 98,719  112,407  94,503  
2 受取手形及び売掛金  35,605  41,238  40,186  
3 有価証券  23,503  23,360  14,802  
4 たな卸資産  62,625  62,264  64,714  
5 繰延税金資産  7,073  5,644  5,205  
6 その他  75,041  82,073  74,153  
7 貸倒引当金  △2,280  △3,246  △2,519  

流動資産合計  300,288 30.8 323,742 32.9 291,045 30.6 
        
Ⅱ固定資産        
（1）有形固定資産 ※2       
1 建物及び構築物 ※1 197,060  200,027  203,065  
2 器具及び備品  14,064  12,256  12,935  
3 土地 ※1 163,738  172,800  162,771  
4 建設仮勘定  9,482  5,239  6,791  
5 その他  5,159  5,410  5,802  

有形固定資産合計  389,506  395,735  391,366  
（2）無形固定資産        
1 借地権  8,691  9,163  8,985  
2 連結調整勘定  20,870  19,258  20,212  
3 その他  11,177  10,766  10,777  

無形固定資産合計  40,738  39,188  39,974  
（3）投資その他の資産        
1 投資有価証券  29,840  35,492  36,244  
2 長期貸付金  3,468  2,324  2,486  
3 繰延税金資産  33,138  13,894  12,609  
4 長期差入保証金 ※1 159,350  158,477  161,204  
5 その他  22,153  19,722  19,604  
6 貸倒引当金  △4,312  △3,218  △3,383  

投資その他の資産合計  243,639  226,693  228,764  
固定資産合計  673,884 69.2 661,617 67.1 660,105 69.4 
資産合計  974,173 100.0 985,359 100.0 951,151 100.0 
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  前連結会計年度末の要約 
  連結貸借対照表 
  

前中間連結会計期間末 
（平成１７年８月２０日） 

当中間連結会計期間末 
（平成１８年８月２０日） 

（平成１８年２月２０日） 
注記 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

区 分 
番号 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） 

（負債の部）        
Ⅰ流動負債        
1 支払手形及び買掛金 ※4 134,246  138,859  111,258  
2 短期借入金  18,236  24,568  20,112  
3 1 年内償還予定社債  15,000  5,000  10,000  
4 1 年内返済予定長期借入金 ※1 20,262  26,067  20,154  
5 コマーシャルペーパー  41,000  44,000  67,000  
6 未払金  35,391  26,452  27,557  
7 未払法人税等  8,552  8,125  8,852  
8 役員賞与引当金  ―  92  ―  
9 賞与引当金  4,260  4,583  4,128  
10 販売促進引当金  646  1,066  478  
11 その他  62,414  70,167  59,649  

流動負債合計  340,009 34.9 348,982 35.4 329,192 34.6 
        
Ⅱ固定負債        
1 社債  20,000  15,000  20,000  
2 長期借入金 ※1 162,080  181,889  164,131  
3 繰延税金負債  0  47  0  

4 
再評価に係る 
繰延税金負債 

 85 
 

85 
 

85 
 

5 退職給付引当金  67,656  12,512  14,011  
6 役員退職慰労引当金  4  ―  ―  
7 預り保証金  64,837  56,830  57,792  
8 その他  3,317  4,102  3,629  

固定負債合計  317,982 32.6 270,467 27.5 259,650 27.3 
負債合計  657,991 67.5 619,450 62.9 588,842 61.9 

        
（少数株主持分）        
Ⅰ少数株主持分  117,406  ― ― 123,163  

少数株主持分合計  117,406 12.1 ― ― 123,163 13.0 
        
（資本の部）        
Ⅰ資本金  10,129 1.0 ― ― 10,129 1.1 
Ⅱ資本剰余金  49,486 5.1 ― ― 49,486 5.2 
Ⅲ利益剰余金  135,151 13.9 ― ― 171,907 18.1 
Ⅳ土地再評価差額金  △1,342 △0.1 ― ― △1,343 △0.2 
Ⅴその他有価証券評価差額金  6,229 0.6 ― ― 9,869 1.0 
Ⅵ為替換算調整勘定  △493 △0.1 ― ― △303 △0.0 
Ⅶ自己株式  △385 △0.0 ― ― △600 △0.1 

資本合計  198,774 20.4 ― ― 239,145 25.1 
負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 974,173 100.0 ― ― 951,151 100.0 
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   前連結会計年度末の要約 
 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 連結貸借対照表 
 （平成１７年８月２０日） （平成１８年８月２０日） （平成１８年２月２０日） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 
区 分 

（百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％） 

(純資産の部)       
Ⅰ株主資本       
 1 資本金 ― ― 10,129 1.0 ― ― 

 2 資本剰余金 ― ― 49,486 5.0 ― ― 

 3 利益剰余金 ― ― 174,498 17.7 ― ― 

 4 自己株式 ― ― △658 △0.1 ― ― 

       株主資本合計 ― ― 233,455 23.6 ― ― 

       
Ⅱ評価・換算差額等       
1 その他有価証券評価差額金 ― ― 10,221 1.0 ― ― 

 2 繰延ヘッジ損益 ― ― 45 0.0 ― ― 

3 土地再評価差額金 ― ― △1,311 △0.1 ― ― 

4 為替換算調整勘定 ― ― △460 △0.0 ― ― 

     評価・換算差額等合計 ― ― 8,494 0.9 ― ― 

Ⅲ少数株主持分 ― ― 123,958 12.6 ― ― 

      純資産合計 ― ― 365,909 37.1 ― ― 

負債及び純資産合計 ― ― 985,359 100.0 ― ― 
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中間連結損益計算書 
 

  前連結会計年度の要約 

  
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

連結損益計算書 

  （自平成 17 年 2 月 21 日 （自平成 18 年 2 月 21 日 （自平成 17 年 2 月 21 日 

    至平成17年 8 月20 日）     至平成 18 年 8 月20日）   至平成18年 2 月20 日） 

注記 百分比 百分比 百分比 
区 分 

番号 

金 額 

（百万円） （％） 

金 額 

（百万円） （％） 

金 額 

（百万円） （％） 

Ⅰ売上高   502,607 100.0  525,423 100.0  1,037,764 100.0 

Ⅱ売上原価   364,570 72.5  380,819 72.5  753,151 72.6 

売上総利益   138,037 27.5  144,604 27.5  284,613 27.4 
Ⅲ営業収入           

1 不動産賃貸収入  18,360   19,341   37,704   

2 手数料収入  65,574 83,935 16.7 65,836 85,177 16.2 127,171 164,875 15.9 

営業総利益   221,972 44.2  229,782 43.7  449,488 43.3 
Ⅳ販売費及び一般管理費           

1 貸倒引当金繰入額  213   793   583   

2 従業員給料手当  55,048   56,588   111,294   
3 役員賞与引当金 

繰入額 
 ―   92   ―   

4 賞与引当金繰入額  4,260   4,583   4,128   
5 退職給付引当金 

繰入額 
 4,280   1,484   7,586   

6 役員退職慰労 
引当金繰入額 

 1   ―   2   

7 賃借料  43,468   44,987   87,934   

8 減価償却費  14,029   13,227   29,256   

9 その他  79,084 200,386 39.9 83,451 205,209 39.0 165,122 405,908 39.1 

営業利益   21,586 4.3  24,573 4.7  43,580 4.2 

Ⅴ営業外収益           

1 受取利息  336   438   698   

2 受取配当金  182   271   242   
3 持分法による 

投資利益 
 186   124   317   

4 受取営業補償金  306   250   591   

5 その他  784 1,797 0.4 806 1,892 0.3 1,667 3,516 0.3 

Ⅵ営業外費用           

1 支払利息  1,614   1,623   3,166   

2 解約損害金  786   1,100   1,674   

3 その他  373 2,774 0.6 393 3,117 0.6 703 5,544 0.5 

経常利益   20,609 4.1  23,348 4.4  41,552 4.0 

Ⅶ特別利益           

1 固定資産売却益 ※1 401   274   773   
2 投資有価証券売却益  3   168   96   

3 前期損益修正益  ―   265   167   

4 貸倒引当金戻入額  58   31   73   

5 持分変動益  1,441   ―   1,441   

6 その他  238 2,143 0.4 101 841 0.2 59,897 62,447 6.0 

Ⅷ特別損失           
1 固定資産処分損 ※2 1,741   1,353   3,088   

2 店舗閉鎖損  26   365   752   
3 投資有価証券評価損  69   273   198   

4 関係会社投融資損失  26   ―   451   
5 商品評価方法 

変更差額 
 

2,370   ―   2,370  
 

6 減損損失 ※3 41,744   7,822   48,962   

 7 子会社会計方針変更 

   差額 

 
―   1,257   ―  

 

8 その他  951 46,930 9.3 506 11,579 2.2 1,721 57,546 5.5 
           



－１３－ 

 
   前連結会計年度の要約 

   
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

連結損益計算書 

   （自平成 17 年 2 月 21 日 （自平成 18 年 2 月 21 日 （自平成 17 年 2 月 21 日 

     至平成 17 年 8 月 20 日）     至平成 18 年 8 月 20 日）   至平成 18 年 2 月 20日） 

注記 百分比 百分比 百分比 
区 分 

番号 

金 額 

（百万円） （％） 

金 額 

（百万円） （％） 

金 額 

（百万円） （％） 
税金等調整前 
中間（当期）純利益 

  ― ―  12,609 2.4  46,454 4.5 

税金等調整前 
中間純損失 

  △24,177 △4.8  ― ―  ― ― 

法人税、住民税及び 
事業税 

 7,903   7,507   13,604   

法人税等調整額  △9,589 △1,686 △0.4 △1,748 5,758 1.1 10,292 23,897 2.3 

少数株主帰属利益   ― ―  2,324 0.4  6,455 0.6 

少数株主帰属損失   163 0.0  ― ―  ― ― 

中間（当期）純利益   ― ―  4,526 0.9  16,101 1.6 
中間純損失   △22,327 △4.4  ― ―  ― ― 

           
 



－１４－ 

中間連結剰余金計算書 
 
   前連結会計年度の連結 

   
前中間連結会計期間 

剰余金計算書 

   （自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 

   至 平成 17年 8 月20 日） 至 平成 18年 2 月20 日） 

注記 金額 金額 
区 分 

番号 （百万円） （百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ資本剰余金期首残高   49,486  49,486 

Ⅱ資本剰余金増加高      

 自己株式処分差益  0 0 0 0 

   Ⅲ資本剰余金中間期末 

 （期末）残高   
49,486 

 
49,486 

      
（利益剰余金の部）      

Ⅰ利益剰余金期首残高   159,704  159,704 

      

Ⅱ利益剰余金増加高      

当期純利益  ― ― 16,101 16,101 

        
Ⅲ利益剰余金減少高      

1 配当金  1,701  3,374  

2 役員賞与  134  134  

3 中間純損失  22,327  ―  
4 土地再評価差額金取崩に 

伴う剰余金減少高 
 390 24,553 390 3,899 

      
Ⅳ利益剰余金中間期末 

 （期末）残高 
  135,151  171,907 

      
 



－１５－ 

中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間(自平成 18 年 2 月 21 日 至平成 18 年 8 月 20 日)          （単位：百万円） 

株主資本 項 目 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

前連結会計年度末残高 10,129 49,486 171,907 △600 230,922 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △1,699  △1,699 

役員賞与の支払い   △111  △111 

新規連結に伴う剰余金の増加   △91  △91 

土地再評価差額金取崩   △32  △32 

中間純利益   4,526  4,526 

自己株式の取得    △70 △70 

自己株式の処分  0  1 1 

持分法適用関連会社の持分率変動による差額    11 11 

株主資本以外の項目の中間連結会計 

期間中の変動額（純額） 
     

中間連結会計期間中の変動額合計 － 0 2,591 △58 2,533 

当中間連結会計期間末残高 10,129 49,486 174,498 △658 233,455 

 

評価・換算差額等 

その他有価証券 繰延ヘッジ 土地再評価 為替換算 項 目 

評価差額金 損益 差額金 調整勘定 

少数株主 

持分 

前連結会計年度末残高 9,869 － △1,343 △303 123,163 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当      

役員賞与の支払い      

新規連結に伴う剰余金の増加      

土地再評価差額金取崩      

中間純利益      

自己株式の取得      

自己株式の処分      

持分法適用関連会社の持分率変動による差額      

株主資本以外の項目の中間連結会計 

期間中の変動額（純額） 
352 45 31 △157 795 

中間連結会計期間中の変動額合計 352 45 31 △157 795 

当中間連結会計期間末残高 10,221 45 △1,311 △460 123,958 



－１６－ 

中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

    前連結会計年度の要約 
  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 連結キャッシュ・ 
    フロー計算書 
  （自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 

  至 平成17年 8月 20日） 至 平成18年 8 月 20日） 至 平成 18年 2月 20日） 

注記 金額 金額 金額 
区 分 

番号 （百万円） （百万円） （百万円） 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー        
1 税金等調整前中間（当期）純利益  ―  １２，６０９  ４６，４５４  
2 税金等調整前中間純損失  △２４，１７７  ―  ―  
3 減価償却費  １４，０２９  １３，２２７  ２９，２５６  
4 連結調整勘定償却額  ９３９  ９２５  １，７９０  
5 減損損失  ４１，７４４  ７，８２２  ４８，９６２  
6 貸倒引当金の増減額  １７４  ６８９  △２９６  
7 事業譲渡益  ―  ―  △１，０２５  
8 預託金債務免除益  ―  ―  △５，１１１  
9 退職給付引当金の増減額  ８７６  △１，４９８  △５２，７５４  
10 受取利息及び受取配当金  △５１９  △７１０  △９４０  
11 支払利息  １，６１４  １，６２３  ３，１６６  
12 持分法投資損益  △１８６  △１２４  △３１７  
13 固定資産処分損  １，７４１  １，３５３  ３，０８８  
14 売上債権の増減額  １，０９１  △１，１１０  △３，０７５  
15 たな卸資産の増減額  ２，２４５  ２，５１２  １，０７７  
16 仕入債務の増減額  △１，１１８  ２６，８３１  △２５，１４０  
17 未払金の増減額  ４，７２３  １，９８２  ５５４  
18 役員賞与の支払額  △１８７  △１５７  △１８７  
19 その他  ２，０７６  １３，１３８  ２，４８４  

小   計  ４５，０６７  ７９，１１７  ４７，９８７  
20 利息及び配当金の受取額  ４７２  ６１９  ８２７  
21 利息の支払額  △１，５８８  △１，４８９  △２，９８９  
22 法人税等の支払額  △７，４４９  △８，８５１  △１３，３８３  
営業活動によるキャッシュ・フロー  ３６，５０３  ６９，３９６  ３２，４４１  

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー        
1有形固定資産の取得による支出  △２３，０７２  △２６，５５９  △４８，００２  
2有形固定資産の売却による収入  ３，５１０  １，４５８  ４，２２１  
3 差入保証金支出  △６，１１０  △４，２６３  △１２，５５５  
4 差入保証金回収収入  ３，４８１  ４，９３５  ９，１２７  
5 新規連結子会社の取得による収入  ―  １１５  ３９０  
6 事業譲渡による資金流出  ―  ―  △３，１４８  
7 定期預金の預入による支出  △９１６  △８７５  △１，４９１  
8 定期預金の払戻による収入  ６７１  １３５  １，７６４  
9 その他  △６，３５９  △９，６４９  △９，９７４  
投資活動によるキャッシュ・フロー  △２８，７９４  △３４，７０３  △５９，６６７  

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー        
1 短期借入金の純増減額  ４，４９０  ４，３３８  ５，９６６  
2コマーシャルペーパー純増減額  △１４，０００  △２３，０００  １２，０００  
3 長期借入れによる収入  ３１，４００  ２５，０００  ５０，１００  
4 長期借入金の返済による支出  △１９，６４２  △１，５２８  △３８，６９１  
5 社債の償還による支出  ―  △１０，０００  △５，０００  
6 連結子会社の株式の発行による収入  ２，６２３  ―  ２，６２３  
7 預り保証金の純増減額  ４８８  △１，２０７  ３，３４８  
8 配当金の支払額  △１，７０１  △１，６９９  △３，３７４  
9 少数株主への配当金の支払額  △１，１９３  △１，２１２  △２，２７３  
10 その他  △１２１  △８０  △２４３  
財務活動によるキャッシュ・フロー  ２，３４３  △９，３９０  ２４，４５４  

        



－１７－ 

    前連結会計年度の要約 
  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 連結キャッシュ・ 
    フロー計算書 
  （自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 

  至 平成17年 8月 20日） 至 平成18年 8 月 20日） 至 平成 18年 2月 20日） 

注記 金額 金額 金額 
区 分 

番号 （百万円） （百万円） （百万円） 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ７７  △１４８  ２７２  

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額  １０，１２９  ２５，１５３  △２，４９９  
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高  １１０，６０３  １０８，１０３  １１０，６０３  
Ⅶ新規連結子会社の現金及び現金 
同等物の期首残高 

 －  １，５１８  －  

Ⅷ現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

 １２０，７３２  １３４，７７６  １０８，１０３  

        
 



－１８－ 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
 （自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 2 月 20 日） 
1.連結の範囲に 子会社のうち連結の範囲に 子会社のうち連結の範囲に 子会社のうち連結の範囲に 
関する事項 含めたのは、次の 23 社である。 含めたのは、次の 25 社である。 含めたのは、次の22 社である。 

 株式会社 さが美 株式会社 さが美 株式会社 さが美 
 株式会社 ユーストア 株式会社 ユーストア 株式会社 ユーストア 
 株式会社 ユーライフ 株式会社 ユーライフ 株式会社 ユーライフ 
 株式会社 サークルＫサンクス 株式会社 サークルＫサンクス 株式会社 サークルＫサンクス 

 サンクス青森株式会社 サンクス青森株式会社 サンクス青森株式会社 
 サンクス西埼玉株式会社 サンクス西埼玉株式会社 サンクス西埼玉株式会社 
 株式会社 モリエ 株式会社 サンクス北関東 株式会社 モリエ 
 株式会社 パレモ サンクス西四国株式会社 株式会社 パレモ 
 株式会社 鈴丹 株式会社 モリエ 株式会社 鈴丹 
 UNY（HK）CO.,LIMITED 株式会社 パレモ UNY（HK）CO.,LIMITED 
 株式会社 ラフォックス 株式会社 鈴丹 株式会社 ラフォックス 
 株式会社 ＵＣＳ UNY（HK）CO.,LIMITED 株式会社 ＵＣＳ 
 株式会社 サン総合メンテナンス 株式会社 ラフォックス 株式会社 サン総合メンテナンス 
 東名クラウン開発株式会社 株式会社 ＵＣＳ 東名クラウン開発株式会社 
 青木ヶ原高原開発株式会社 株式会社 サン総合メンテナンス 株式会社 九州さが美 
 株式会社 永谷美笠和装服飾 東名クラウン開発株式会社 株式会社 東京和裁 
 総合研究所 株式会社 九州さが美 株式会社 匠美 
 株式会社 九州さが美 株式会社 東京和裁 株式会社 エス・ジー・リテイリング 

 株式会社 東京和裁 株式会社 匠美 株式会社 東京ますいわ屋 
 株式会社 匠美 株式会社 エス・ジー・リテイリング 株式会社 すずのき 
 株式会社 エス・ジー・リテイリング 株式会社 東京ますいわ屋 鈴丹時装有限公司 
 株式会社 東京ますいわ屋 株式会社 すずのき 鈴丹ビックス株式会社 
 鈴丹時装有限公司 鈴丹時装有限公司  
 鈴丹ビックス株式会社 鈴丹ビックス株式会社  
  株式会社 ゼロネットワークス  
    
    
  株式会社サンクス北関東、株 株式会社すずのきは、当社の 
  式会社ゼロネットワークスは、 連結子会社である株式会社さ 
  重要性が増したため、サンクス が美が新たに株式を取得し子 
  西四国株式会社は、株式を取得 会社となったため、当連結会計 
  したため、当中間連結会計期間 年度より連結の範囲に含めた。 
  より連結の範囲に含めた。  なお、青木ヶ原高原開発株式 
   会社は、事業譲渡のため、株式 
   会社永谷美笠和装服飾総合研 
   究所は、会社清算のため当連結 
   会計年度より連結の範囲から 
   除外した。 
    
    
 連結の範囲から除外した子 連結の範囲から除外した子 連結の範囲から除外した子 
 会社は、株式会社東京インセン 会社は、株式会社サンリフォー 会社は、株式会社サンリフォー 
 スほか１４社であるが、これら ムほか１４社であるが、これら ムほか１６社であるが、これら 
 の非連結子会社はいずれも小 の非連結子会社はいずれも小 の非連結子会社はいずれも小 
 規模であり、総資産、売上高、 規模であり、総資産、売上高、 規模であり、総資産、売上高、 
 持分に見合う中間純損益及び 持分に見合う中間純利益及び 持分に見合う当期純利益及び 
 持分に見合う利益剰余金の合 持分に見合う利益剰余金の合 持分に見合う利益剰余金の合 
 計額は、いずれも中間連結財務 計額は、いずれも中間連結財務 計額は、いずれも連結財務諸表 
 諸表に重要な影響を及ぼして 諸表に重要な影響を及ぼして に重要な影響を及ぼしていな 
 いない。 いない。 い。 
    
2.持分法の適用 非連結子会社１５社及び関 非連結子会社１５社及び関 非連結子会社１７社及び関 
に関する事項 連会社１８社のうち関連会社 連会社１６社のうち関連会社 連会社１７社のうち関連会社 

 であるカネ美食品株式会社に であるカネ美食品株式会社に であるカネ美食品株式会社に 
 対する投資について、持分法 対する投資について、持分法 対する投資について、持分法 
 を適用している。 を適用している。 を適用している。 
    



－１９－ 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
 （自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 2 月 20 日） 
 持分法を適用していない会社は 持分法を適用していない会社は 持分法を適用していない会社は 
 非連結子会社株式会社東京イ 非連結子会社株式会社サンリ 非連結子会社株式会社サンリフ 
 ンセンスほか１４社及び関連 フォームほか１４社及び関連 ォームほか１６社及び関連会社 
 会社１７社であり、これら３２ 会社１５社であり、これら３０ １６社であり、これら３３社の 
 社の持分に見合う中間純利益 社の持分に見合う中間純利益 持分に見合う当期純損益及び持 
 及び持分に見合う利益剰余金 及び持分に見合う利益剰余金 分に見合う利益剰余金の合計は 
 の合計は少額であり、中間連結 の合計は少額であり、中間連結 少額であり、連結財務諸表に重 

 財務諸表に重要な影響を及ぼ 財務諸表に重要な影響を及ぼ 要な影響を及ぼしていない。 
 していない。 していない。  
    
    
3.連結子会社の 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ 
（中間）決算日 ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ 
等に関する事 の中間決算日は５月３１日、鈴  の中間決算日は５月３１日、鈴 の決算日は１１月３０日、鈴丹 
項 丹時装有限公司の中間決算日 丹時装有限公司の中間決算日 時装有限公司の決算日は１２月 

 は６月３０日、株式会社サーク は６月３０日、株式会社サーク ３１日、株式会社サークルＫサ 
 ルＫサンクス、サンクス青森 ルＫサンクス、サンクス青森 ンクス、サンクス青森株式会社、 
 株式会社、サンクス西埼玉株式 株式会社、サンクス西埼玉株式 サンクス西埼玉株式会社及び株 
 会社、株式会社ＵＣＳ及び青木 会社、株式会社サンクス北関 式会社ＵＣＳの決算日は２月末 
 ヶ原高原開発株式会社の中間 東、サンクス西四国株式会社、 日であり、連結財務諸表の作成 
 決算日は８月３１日であり、中  株式会社ゼロネットワークス に当たっては、各連結子会社の 
 間連結財務諸表の作成に当た 及び株式会社ＵＣＳの中間決 決算日の決算財務諸表を使用し 
 っては、各連結子会社の中間決 算日は８月３１日であり、中間 ている。 
 算日の中間財務諸表を使用し 連結財務諸表の作成に当たっ ６社については、連結決算日 
 ている。 ては、各連結子会社の中間決算 との間に生じた連結会社間取引 
 ７社については、中間連結決 日の中間財務諸表を使用して につき、連結上必要な調整を行 
 算日との間に生じた連結会社 いる。 っている。 
 間取引につき、連結上必要な調 ９社については、中間連結決  なお、株式会社すずのきの決 
 整を行っている。 算日との間に生じた連結会社 算日は３月３１日であり、当該 
  間取引につき、連結上必要な調 連結子会社については、連結決 
  整を行っている。 算日に実施した仮決算に基づく 
   なお、株式会社すずのきの決 決算財務諸表を使用している。 
  算日は９月３０日であり、当該  
  連結子会社については、中間連  
  結決算日に実施した仮決算に  
  基づく財務諸表を使用してい  
  る。  
    
    
4.会計処理基準 有価証券 有価証券 有価証券 
に関する事項 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

（1）重要な資産  ……償却原価法（定額法）  ……同  左  ……同  左 
の評価基準    
及び評価方法 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 
 ……中間決算日の市場価 ……中間決算日の市場価 ……決算日の市場価格等 
 格等に基づく時価法 格等に基づく時価法 に基づく時価法（評価 
 （評価差額は全部資 （評価差額は全部純 差額は全部資本直入 
 本直入法により処理 資産直入法により処 法により処理し、売却 
 し、売却原価は移動平 理し、売却原価は移動 原価は移動平均法に 
 均法により算定して 平均法により算定し より算定している。） 
   いる。）   ている。）   ただし、複合金融商品 
   ただし、複合金融商品   ただし、複合金融商品 については、組込デリ 
 については、組込デリ については、組込デリ バティブを区別して 
 バティブを区別して バティブを区別して 測定することができ 
    
    



－２０－ 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
 （自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 2 月 20 日） 
 測定することができ 測定することができ ないため、全体を時価 
 ないため、全体を時価 ないため、全体を時価 評価し評価差額を営 
 評価し評価差額を営 評価し評価差額を営   業外損益に計上して 
   業外損益に計上して   業外損益に計上して   いる。 
   いる。   いる。  
    
    
 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 
 ……移動平均法による ……同  左 ……同  左 
 原価法   
    
    
 たな卸資産……販売用不動産 たな卸資産……販売用不動産 たな卸資産……販売用不動産 
 については個別法による については個別法による については個別法による 

 原価法、宝石については個 原価法、宝石については個 原価法、宝石については個 
   別法による低価法、主な生   別法による低価法、主な生 別法による低価法、主な生 
   鮮食料品については最終   鮮食料品については最終 鮮食料品については最終 

   仕入原価法による原価法、   仕入原価法による原価法、 仕入原価法による原価法、 
 その他の商品については その他の商品については その他の商品については 
 一部を除き売価還元法に 一部を除き売価還元法に 一部を除き売価還元法に 
 よる原価法、貯蔵品につい よる原価法、貯蔵品につい よる原価法、貯蔵品につい 
   ては最終仕入原価法によ   ては最終仕入原価法によ ては、最終仕入原価法に 
   る原価法を採用している。   る原価法を採用している。 よる原価法を採用してい 
 （会計方針の変更）  る。 
  連結子会社 1社については、    （会計方針の変更） 
 従来、一部宝石については個別    連結子会社１社については、 
 法による原価法、その他の商品  従来、一部宝石については個別 
 については売価還元法による  法による原価法、その他の商品 
 原価法を採用していたが、当中  については売価還元法による 
 間連結会計期間より婦人用品、  原価法を採用していたが当連 
 雑貨を除き個別法による低価  結会計年度より婦人用品、雑貨 
 法へ変更した。  を除き個別法による低価法へ 
  この変更は、コンピューター  変更した。 
 システムによる一品毎の商品   この変更は、コンピューター 
 受払管理体制が確立されたこ  システムによる一品毎の商品 
 とに伴い、より適正かつ迅速に  受払管理体制が確立されたこ 
 在庫金額を把握し、より適正な  とに伴い、より適正かつ迅速に 
 期間損益計算を行うことを目  在庫金額を把握し、より適正な 
 的としたものである。  期間損益計算を行うことを目 
  なお、この変更に伴い、期首  的としたものである。 
 商品に売価還元法に基づく原   なお、この変更に伴い、期首 
 価法と、個別法に基づく低価法  商品の売価還元法に基づく原 
 の評価差額２，３７０百万円を  価法と、個別法に基づく低価法 
 商品評価方法変更差額として  の評価差額２，３７０百万円を 
 特別損失に計上し、同額、税金  商品評価方法変更差額として 
 等調整前中間純損失が増加し  特別損失に計上し、同額、税金 
 ている。  等調整前当期純利益が減少し 
   ている。 
    

（2）重要な減価 有形固定資産の減価償却の方法 有形固定資産の減価償却の方法 有形固定資産の減価償却の方法 

償却資産の ……国内連結会社は、定率法を ……同  左 ……同  左 
減価償却の 採用している。   

方法 但し、平成１０年４月１   

 日以降取得した建物（建物   

 附属設備は除く。）につい   

 ては定額法を採用してい   
 る。   
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 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
 （自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 2 月 20 日） 
   リース資産については、リ   
   ース期間を耐用年数とし、   

   リース期間満了時のリー   

   ス資産の見積処分価額を   

   残存価額とする定額法を   

   採用している。   

 また、取得価額が１０万   
 円以上２０万円未満の資   

 産については、３年均等償   
 却を実施している。   
 在外連結子会社は、定額   

 法を採用している。   
    
    
 無形固定資産の減価償却の方法 無形固定資産の減価償却の方法 無形固定資産の減価償却の方法 

 ……定額法を採用している。 ……同  左 ……同  左 
 なお、自社利用のソフト   
 ウェアについては、社内に   
 おける見込利用可能期間（   
 ５年）に基づく定額法を採   
 用している。   
    

    

（3）重要な引当 貸倒引当金……債権の貸倒れ 貸倒引当金……同  左 貸倒引当金……同  左 
金の計上基 による損失に備えるため   
準 一般債権については貸倒   

 実績率により、貸倒懸念債   
 権等特定の債権について   
 は個別に回収可能性を検   
 討し、回収不能見込額を計   

 上している。   
    

    
    役員賞与引当金……役員の賞    
      与の支払に備えるため、支    
    給見込額のうち期間対応  

    額を計上している。  

  （会計方針の変更）  

   当中間連結会計期間から「役  

  員賞与に関する会計基準」（企  

  業会計基準第４号 平成 17 年  

  11 月 29 日）を適用している。  

   なお、この変更に伴い、従来  

  と同一の会計処理によった場  

  合に比べ営業利益、経常利益及  

  び税金等調整前中間純利益は、  

  ９２百万円減少している。  

    
    

    
 賞与引当金……従業員の賞与 賞与引当金……同  左 賞与引当金……同  左 
 の支払に備えるため、主に   
 支給見込額のうち期間対   
 応額を計上している。   
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 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
 （自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 2 月 20 日） 
 販売促進引当金……連結子会 販売促進引当金……連結子会 販売促進引当金……連結子会 
   社１社については、カード 社２社において、計上を行   社１社については、カード 
   の利用金額等によるプレ   っている。   の利用金額等によるプレ 
 ゼントの支払に備えるた    １社については、カード ゼントの支払に備えるた 
 め、過去の経験率等を勘案   の利用金額等によるプレ め、過去の経験率等を勘案 
 した所定の基準により計 ゼントの支払に備えるた した所定の基準により計 
 上している。 め、過去の経験率を勘案し 上している。 
  た所定の基準により相当  
  額を計上している。  
     他の１社については、売  
    上時に付与されたポイン  
    トの将来の使用に備える  
    ため、当中間連結会計期間  
    末における、権利確定ポイ  
    ント残高相当額を計上し  
    ている。  
    
  （追加情報）    
   従来、売上時に付与された    
  ポイントについては、ポイント  
  を使用したときの費用として  
  いたが、ポイントに関する費用  

  の金額的重要性が高まってお  
  り、さらに今後もポイントに関  
  する費用が増加すると見込ま  

  れる事、及び当中間連結会計期  
  間からポイント管理システム  
  の整備によりポイント付与状  
  況が把握できるようになった  
  ことから、当中間連結会計期間  
  末における権利確定ポイント  
  残高をポイント引当金として  
  計上している。  
   その結果、従来と同一の方  
  法によった場合と比べ、当中  
  間連結会計期間の営業利益及  
  び経常利益は１１百万円増加  
  し、税金等調整前中間純利益は  

  １４３百万円減少している。  
    

    
 退職給付引当金……従業員の 退職給付引当金……同  左 退職給付引当金……従業員の 
 退職給付に備えるため、当  退職給付に備えるため、当  
 連結会計年度末における  連結会計年度末における 

 退職給付債務及び年金資  退職給付債務及び年金資 
 産の見込額に基づき、当中  産の見込額に基づき計上 
 間連結会計期間末におい  している。 
 て発生していると認めら  過去勤務債務は、その発 
 れる額を計上している。  生時の従業員の平均残存 
 過去勤務債務は、その発  勤務期間以内の一定の年 
 生時の従業員の平均残存  数（６年～１０年）による 
 勤務期間以内の一定の年  定額法により費用処理し 
 数（６年～１０年）による    ている。 
 定額法により費用処理し  数理計算上の差異は、そ 
 ている。  の発生時の従業員の平均 
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 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
 （自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 2 月 20 日） 
 数理計算上の差異は、そ   残存勤務期間以内の一定 
 の発生時の従業員の平均  の年数（５年～１０年）に 
 残存勤務期間以内の一定  よる定額法により翌連結 
 の年数（５年～１０年）に  会計年度から費用処理し 
 よる定額法により翌連結  ている。 
 会計年度から費用処理し   
 ている。   
    
    
 役員退職慰労引当金……連結    役員退職慰労引当金……当社 
 子会社１社については、役    及び連結子会社１２社に 
 員の退職慰労金の支払に  ついては、役員報酬制度 
 備えるため、内規に基づく  改正の一環として、平成１ 
 中間期末要支払額を計上  ７年５月の定時株主総会 
 している。  の日において役員退職慰 
 （追加情報）    労金制度を廃止するとと 
  当社及び連結子会社１２社    もに、役員の退任時に退職 
 については、役員報酬制度改正    慰労金制度廃止日（当該総 
 の一環として、平成１７年５月    会終結時）までの在任期間 
 の定時株主総会の日において    に応じた退職慰労金を支 
 役員退職慰労金制度を廃止す    給することを決議した。こ 
 るとともに、役員の退任時に退    れに伴い当該制度廃止日 
 職慰労金制度廃止日（当該総会    までの期間に対応する役 
 終結時）までの在任期間に応じ    員退職慰労金相当額を流 
 た退職慰労金を支給すること    動負債「未払金」に１１４ 
 を決議した。これに伴い、当該    百万円、固定負債「その他」 
 制度廃止日までの期間に対応    に５７８百万円含めて計 
 する役員退職慰労金相当額６    上している。 
 ９２百万円を固定負債「その他   
 」に含めて計上している。   
    
    
（4）重要なリー リース物件の所有権が借主 同  左 同  左 

ス取引の処 に移転すると認められるもの   
理方法 以外のファイナンス・リース   
 取引については、通常の賃貸借   

 取引に係る方法に準じた会計   
 処理によっている。   
    
    
（5）重要なヘッ ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

ジ会計の方 原則として繰延ヘッジ処 同  左 同  左 
法 理によっている。なお、振当   

 処理の要件を満たしている   
 為替予約及び通貨オプショ   
 ンについては振当処理によ   
  り、また、特例処理の要件を   
 満たしている金利スワップ   
 及び金利キャップについて   
 は、特例処理によっている。   
    
    



－２４－ 

 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
 （自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 8 月 20 日） 至 平成 18 年 2 月 20 日） 
 ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 
 当中間連結会計期間にヘ 同  左 当連結会計年度にヘッジ 
 ッジ会計を適用したヘッジ  会計を適用したヘッジ手段 
 手段とヘッジ対象は以下の  とヘッジ対象は以下のとお 
 とおりである。  りである。 
 ａ.ヘッジ手段…… ａ.ヘッジ手段…… ａ.ヘッジ手段…… 
 為替予約・通貨オプション 同  左 同  左 
 ヘッジ対象…… ヘッジ対象…… ヘッジ対象…… 
 商品輸入による外貨建買 同  左 同  左 
 入債務取引   
 ｂ.ヘッジ手段…… ｂ.ヘッジ手段…… ｂ.ヘッジ手段…… 
 金利スワップ・金利キャップ 同  左 同  左 
 ヘッジ対象…… ヘッジ対象…… ヘッジ対象…… 
 借入金等 同  左 同  左 
    
    
 ヘッジ方針 ヘッジ方針 ヘッジ方針 
 将来の為替相場の変動に 同  左 同  左 
 よる損失を回避する目的で、   
 為替予約取引及び通貨オプ   
 ション取引を利用している。   
 また、将来の金利変動によ   
 る損失を回避する目的で、金    
 利スワップ取引及び金利キ   
 ャップ取引を利用している。   
    
    
 ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 
 ヘッジ対象の相場変動と 同  左 同  左 
 ヘッジ手段の相場変動を半   
 期ごとに比較し、両者の変動   
 額等を基礎にしてヘッジ有   
 効性を評価している。ただし   
 、特例処理によっている金利   
 スワップ及び金利キャップ   
 については、有効性の評価を   
 省略している。   
    
    
（6）その他中間 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 
  連結財務諸 税抜方式を採用している。 同  左 同  左 

表作成の基    
本となる重    
要な事項    

    
    
5.中間連結キャ 中間連結キャッシュ・フロー 同  左 連結キャッシュ・フロー計算 
ッシュ・フロ 計算書における資金（現金及び  書における資金（現金及び現金 
ー計算書（連 現金同等物）は、手許現金、随  同等物）は、手許現金、随時引 
結キャッシュ 時引き出し可能な預金及び容  き出し可能な預金及び容易に 
・フロー計算 易に換金可能であり、かつ、価  換金可能であり、かつ、価値の 
書）における 値の変動について僅少なリス  変動について僅少なリスクし 
資金の範囲 クしか負わない取得日から３  か負わない取得日から３ヶ月 

 ヶ月以内に満期の到来する短  以内に満期の到来する短期投 
 期投資からなる。  資からなる。 
    
    



－２５－ 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 会計方針の変更 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 2 月 20 日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）    （固定資産の減損に係る会計基準） 
 当社及び国内連結子会社は、固定     当社及び国内連結子会社は、固定 
資産の減損会計に係る会計基準（「固  資産の減損会計に係る会計基準（「固 
定産産の減損に係る会計基準の設定  定資産の減損会計に係る会計基準の 
に関する意見書」（企業会計審査議会  設定に関する意見書」（企業会計審議 
平成１４年８月９日））及び「固定資  会 平成１４年８月９日））及び「固 
産の減損に係る会計基準の適用指針  定資産の減損に係る会計基準の適用 
」（企業会計基準適用指針第６号 平  指針」（企業会計基準適用指針第６号 
成１５年１０月３１日）が平成１６   平成１５年１０月３１日）が平成 
年３月３１日以後に終了する連結会  １６年３月３１日以後に終了する連 
計年度に係る連結財務諸表から適用  結会計年度に係る連結財務諸表から 
できることになったことに伴い、当  適用できることになったことに伴 
中間連結会計期間から同会計基準及  い、当連結会計年度から同会計基準 
び同適用指針を適用している。  及び同適用指針を適用している。 
これにより営業利益及び経常利益  これにより営業利益及び経常利益 
は、１，３７４百万円増加し、税金  は、２，７６６百万円増加し税金等 
等調整前中間純損失は、４０，３７  調整前当期純利益は、４６，１９６ 
０百万円増加している。  百万円減少している。 
 なお、減損損失累計額については、   なお、減損損失累計額については、 
改正後の中間連結財務諸表規則に基  改正後の連結財務諸表規則に基づき 
づき各資産の金額から直接控除して  各資産の金額から直接控除してい 
いる。  る。 
   
   （貸借対照表の純資産の部の表示に    
   関する会計基準）    
  当中間連結会計期間から「貸借対  
 照表の純資産の部の表示に関する会  
 計基準」（企業会計基準第５号 平成  
 １７年１２月９日）及び「貸借対照  
 表の純資産の部の表示に関する会計  
 基準等の適用指針」（企業会計基準適  
 用指針第８号 平成１７年１２月９  
 日）を適用している。  
  従来の「資本の部」の合計に相当  
 する金額は、２４１，９０４百万円  
 である。  
  なお、中間連結財務諸表規則の改  
 正に伴い、中間連結貸借対照表の純  
 資産の部については、改正後の規則  
 により作成している。  
   
   



－２６－ 

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 2 月 20 日） 

 （売上高の計上基準）  
  連結子会社１社については、従来、  
 契約後入金完了時に売上を計上して  
 いたが、当中間連結会計期間から商  
 品の引渡時に売上を計上する方法に  
 変更した。   
  なお、この変更は、同社の会計方  
 針を当連結会計グループの会計方針  
 に統一するために行ったものであ  
 る。  
 この変更に伴い、従来と同一の方  
 法によった場合と比較して、当中間  
 連結会計期間の営業利益、経常利益  
 は、３３９百万円増加し、税金等調  
 調整前中間純利益は、９１８百万円  
 減少している。  
   
   

 
 
 
 
表示方法の変更 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 2 月 20 日） 

（中間連結損益計算書関係）    （連結損益計算書関係） 
 当中間連結会計期間において、「受     前連結会計年度において、営業外 
取営業補償金」は、営業外収益の１    収益の「その他」に含めていた、「受 
００分の１０を超えたため、当中間  取営業補償金」は、営業外収益の１ 
連結会計期間より区分掲記してい  ００分の１０を超えたため、当連結 
る。  結会計年度より区分掲記している。 
 なお、前中間連結会計期間におい   なお、前連結会計年度の営業外収 
て営業外収益の「その他」に含まれ  益「その他」に含まれる「受取営業 
る「受取営業補償金」は、４４百万  補償金」は、２８６百万円である。 
円である。   
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（追加情報） 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 2 月 20 日） 

（退職給付会計） （退職給付会計） （退職給付会計） 
当社及び９社を除く国内連結子会  当社の連結子会社の株式会社サー 当社及び当社の主要な国内関係会 

社は、確定給付企業年金法の施行に クルＫサンクスの従業員のうち、旧 社で設立していたユニーグループ厚 
伴い、厚生年金基金の代行部分につ 株式会社サンクスアンドアソシエイ 生年金基金は、厚生年金基金代行部 
いて、平成１５年２月１７日に厚生 ツの従業員は、サンクス厚生年金基 分について、平成１８年１月１日に 
労働大臣から将来分支給義務免除の 金に加入しているが、厚生年金基金 厚生労働大臣から、過去分返上の認 
認可を受けた。 金代行部分について、平成17 年 7 月 可を受けた。 
 当中間連結会計期間末日現在にお 29 日に厚生労働大臣から将来分支給  この認可に伴い、当連結会計年度 
いて測定された返還相当額（最低責 義務免除の認可を受けた。 において特別利益を５３，７２０百 
任準備金）は、４７，３３５百万円  なお、当中間連結会計期間末日現 万円計上している。 
であり、当該返還相当額（最低責任 在において測定された返還相当額（  なお、ユニーグループ厚生年金基 
準備金）の支払が当中間連結会計期 最低責任準備金）は１，５１８百万 金は、同日、厚生労働大臣の認可を 
間末日に行われたと仮定して「退職 円であり、当該返還相当額（最低責 受け、確定給付企業年金法に基づく 
給付会計に関する実務指針（中間報 任準備金）の支払が当中間連結会計 ユニーグループ企業年金基金に移行 
告）」（日本公認会計士協会会計制度 期間末日に行われたと仮定して、「退 している。 
委員会報告第１３号）第４４－２項 職給付会計に関する実務指針（中間  また、当社の連結子会社の株式会 
を適用した場合に生じる特別利益の 報告）」（日本公認会計士協会会計制 社サークルＫサンクスの従業員のう 
見込額は４４，７７８百万円である。 度委員会報告第１３号）第４４－２ ち、旧株式会社サンクスアンドアソ 
 また、当社の連結子会社の株式会 項を適用した場合に生じる特別利益 シエイツの従業員は、サンクス厚生 
社サークルＫサンクスの従業員のう の見込額は、７４９百万円である。 年金基金に加入しているが、厚生年 
ち、旧株式会社サンクスアンドアソ  金基金代行部分について、平成１７ 
シエイツの従業員は、サンクス厚生  年７月２９日に厚生労働大臣から将 
年金基金に加入しているが、厚生年  来分支給義務免除の認可を受けた。 
金基金代行部分について、平成 17 年  なお、当連結会計年度末日現在に 
7 月 29 日に厚生労働大臣から将来分  おいて測定された返還相当額（最低 
支給義務免除の認可を受けた。  責任準備金）は１，５３８百万円で 
 なお、当中間連結会計期間末日現  あり、当該返還相当額（最低責任準 
在において測定された返還相当額（  備金）の支払が、当連結会計年度末 
最低責任準備金）は１，５１９百万  日に行われたと仮定して、「退職給付 
円であり、当該返還相当額（最低責  会計に関する実務指針（中間報告）」 
任準備金）の支払が当中間連結会計  （日本公認会計士協会会計制度委員 
期間末日に行われたと仮定して、「退  会報告第１３号）第４４－２項を適 
職給付会計に関する実務指針（中間  用した場合に生じる特別利益の見込 
報告）」（日本公認会計士協会会計制  額は、６０４百万円である。 
度委員会報告第１３号）第４４－２   
項を適用した場合に生じる特別利益   
の見込額は、２４２百万円である。   
   
   
（法人事業税における外形標準課税  （法人事業税における外形標準課税 
部分に関する事項）  部分に関する事項） 
 当社及び１１社を除く国内連結子   当社及び１１社を除く国内連結子 
会社は、実務対応報告第１２号「法  会社は、実務対応報告第１２号「法 
人事業税における外形標準課税部分  人事業税における外形標準課税部分 
の損益計算書上の表示についての実  の損益計算書上の表示についての実 
務上の取扱い」（企業会計基準委員会  務上の取扱い」（企業会計基準委員会 
平成１６年２月１３日）が公表され  平成１６年２月１３日）が公表され 
たことに伴い、当中間連結会計期間  たことに伴い、当連結会計年度から 
から同実務対応報告に基づき、法人  同実務対応報告に基づき、法人事業 
事業税の付加価値及び資本割（合計  税の付加価値割及び資本割（合計１， 
５４４百万円）を販売費及び一般管  ０６８百万円）を販売費及び一般管 
理費として計上している。  理費として計上している。 
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注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 
（平成 17 年 8 月 20 日） （平成 18 年 8 月 20 日） （平成 18 年 2 月 20 日） 

※1 このうち下記のとおり借入金 ※1 このうち下記のとおり借入金 ※1 このうち下記のとおり借入金 
等の担保に供している。 等の担保に供している。 等の担保に供している。 

（担保提供資産） （担保提供資産） （担保提供資産） 
 現金及び預金 20 百万円  建物及び構築物  建物及び構築物 

 建物及び構築物  （中間期末簿価） 7,792 百万円 
 （期末簿価） 

7,965 百万円 

 （中間期末簿価） 
8,269 百万円 

 土地 4,483 百万円  土地 4,483 百万円 
 土地 4,483 百万円  差入保証金 287 百万円  差入保証金 287 百万円 
 差入保証金 193 百万円  計 12,563 百万円  計 12,736 百万円 
 計 12,965 百万円       
         
（対応債務） （対応債務） （対応債務） 

 長期借入金（1 年内  長期借入金（1 年内  長期借入金（1 年内 

 返済予定分を含む） 
11,184 百万円 

 返済予定分を含む） 
4,193 百万円 

 返済予定分を含む） 
4,201 百万円 

 計 11,184 百万円  計 4,193 百万円  計 4,201 百万円 
         
※2 有形固定資産の減価償却累計 ※2 有形固定資産の減価償却累計 ※2 有形固定資産の減価償却累計 

額は 252,253 百万円である。 額は 265,393 百万円である。 額は 259,227 百万円である。 
   
3 偶発債務 3 偶発債務 3 偶発債務 

金融機関からの借入金に対し、債務 金融機関等からの借入金等に対し、債 金融機関等からの借入金に対し、債務 
保証を行っている。 務保証を行っている。 保証を行っている。 
 コンビニエンス  コンビニエンス  コンビニエンス 

 ストア加盟店 3,998 百万円 
 ストア加盟店 3,611 百万円 

 ストア加盟店 3,791 百万円 

 サークルケイ四国㈱ 475 百万円  サークルケイ四国㈱ 400 百万円  サークルケイ四国㈱ 445 百万円 

 UIF（NETHERLANDS） （1,830 千 US$）  UIF（NETHERLANDS） （1,810 千 US$）  UIF（NETHERLANDS） （1,870 千 US$） 

 B.V. 202 百万円  B.V. 210 百万円  B.V. 221 百万円 

 ㈱足利モール 5 百万円  ㈱バイナス 0 百万円  従業員 6 百万円 

 従業員 10 百万円  従業員 3 百万円  計 4,465 百万円 

 計 4,692 百万円  計 4,226 百万円    
         

※4 当中間連結会計期間末日が銀行 ※4 当中間連結会計期間末日が銀行 ※4   
休業日のため、支払いが翌々日となっ 休業日のため、支払いが翌日となった    
た下記の金額が、以下の科目に含まれ 下記の金額が、以下の科目に含まれて  
ている。 いる。  
   
 支払手形及び   支払手形及び      
 買掛金 

13,512 百万円 
  買掛金 

19,750 百万円 
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（中間連結損益計算書関係） 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
  至 平成 17 年 8 月 20 日）   至 平成 18 年 8 月 20 日）   至 平成 18 年 2 月 20 日） 

※1 固定資産売却益の内訳は次のと ※1 固定資産売却益の内訳は次のと ※1 固定資産売却益の内訳は次のと 
おりである。 おりである。 おりである。 

 建物及び構築物 21 百万円  建物及び構築物 48 百万円  器具及び備品 164 百万円 
 器具及び備品 3 百万円  器具及び備品 12 百万円  土地 560 百万円 
 土地 376 百万円  土地 200 百万円  その他固定資産 48 百万円 
 その他固定資産 0 百万円  その他固定資産 13 百万円  計 773 百万円 
 計 401 百万円  計 274 百万円    
   
※2 固定資産処分損の内訳は次のと ※2 固定資産処分損の内訳は次のと ※2 固定資産処分損の内訳は次のと 

おりである。 おりである。 おりである。 
 建物及び構築物 728 百万円  建物及び構築物 694 百万円  建物及び構築物 1,310 百万円 
 器具及び備品 305 百万円  器具及び備品 102 百万円  器具及び備品 323 百万円 
 土地 9 百万円  土地 85 百万円  土地 20 百万円 
 その他固定資産 78 百万円  その他固定資産 35 百万円  その他固定資産 534 百万円 
 上記資産の撤去費用 618 百万円  上記資産の撤去費用 436 百万円  上記資産の撤去費用 898 百万円 
 計 1,741 百万円  計 1,353 百万円  計 3,088 百万円 
         
※3 減損損失 ※3 減損損失 ※3 減損損失 
 当中間連結会計期間において、当社  当中間連結会計期間において、当社  当連結会計期間において、当社グル 
グループは以下の資産グループにつ グループは以下の資産グループにつ ープは以下の資産グループについて 
いて減損損失 41,744 百万円を計上し いて減損損失 7,822 百万円を計上し 減損損失 48,962 百万円を計上してい 
ている。 ている。 る。 

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

 
用途 種類 場所 金額 

  
用途 種類 場所 金額 

  
用途 種類 場所 金額 

 

 店舗 土地及 愛知県   店舗 土地及 愛知県   店舗 土地及 愛知県  
 （総 び建物 27 店舗   （総 び建物 17 店舗   （総 び建物 31 店舗  
 合小 等 岐阜県   合小 等 静岡県   合小 等 岐阜県  
 売業）  9 店舗   売業）  4 店舗   売業）  9 店舗  
   その他     その他     その他  
   26 店舗     14 店舗     33 店舗  
 店舗 土地及 岡山県   店舗 土地及 青森県   店舗 土地及 岡山県  
 （コ び建物 他   （コ び建物 他   （コ び建物 他  
 ンビ 等    ンビ 等    ンビ 等   
 ニエ     ニエ     ニエ    
 ンス     ンス     ンス    
 スト     スト     スト    
 ア）     ア）     ア）    
 店舗 土地及 愛知県   店舗 土地及 東京都   店舗 土地及 愛知県  
 （専 び建物 41 店舗   （専 び建物 8 店舗   （専 び建物 39 店舗  
 門店） 等 千葉県   門店） 等 静岡県   門店） 等 千葉県  
   22 店舗     2 店舗     23 店舗  
   その他     その他     その他  
   286 店舗     35 店舗     342 店舗  
 その 土地及   その 建物等   その 土地及  
 他資 び建物   他資    他資 び建物  
 産 等   産    産 等  
 （そ    （金    （そ   
 の他）  

愛知県 

1 店舗 

岐阜県 

5 店舗 

39,725 

  融）  

愛知県 

1 店舗 

 

7,822 

  の他）  

神奈川県 

2 件 

その他 

2 件 

46,943 

 
 土地及 愛知県         土地及 愛知県他   
 び建物 他 8 件 2,019        び建物 9 件 2,019  

 

遊休 

資産 

     

 

     

遊休 

資産 

    
 合  計 41,744       合  計 48,962  
   



－３０－ 

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
  至 平成 17 年 8 月 20 日）   至 平成 18 年 8 月 20 日）   至 平成 18 年 2 月 20 日） 
当社グループは、キャッシュフロ 当社グループは、キャッシュフロ 当社グループは、キャッシュフロー 

ーを生み出す最小単位として、主に ーを生み出す最小単位として、主に を生み出す最小単位として、主に店舗 
店舗を基本単位としてグルーピング 店舗を１グループとしたグルーピン を１グループとしたグルーピングを 
を行っている。遊休資産についても グを行っている。遊休資産について 行っている。遊休資産についても個々 
個々の資産単位を１グループとし、 も個々の資産単位を１グループとし の資産単位を１グループとし、店舗及 
店舗及び遊休資産のそれぞれについ 、店舗及び遊休資産のそれぞれにつ び遊休資産のそれぞれについて減損 
て減損損失を認識している。 いて減損損失を認識している。 損失を認識している。 
 当社グループは、収益性が著しく  当社グループは、収益性が著しく  当社グループは、収益性が著しく低 
低下した資産グループまたは、損益 低下した資産グループの帳簿価額を 下した資産グループの帳簿価額を回 
が継続してマイナスである資産グル 回収可能価額まで減損し、当該減少  収可能価額まで減損し、当該減少額 
ープの帳簿価額を回収可能価額まで 額を次のとおり特別損失に計上して を次のとおり特別損失に計上してい 
減損し、当該減少額を次のとおり特 いる。 る。 
別損失に計上している。   

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

  遊休    遊休    遊休  

  
店舗等 

資産 
合計 

   
店舗等 

資産 
合計 

   
店舗等 

資産 
合計 

 
 建物      建物      建物     
 及び 21,632 330 21,963   及び 4,021 － 4,021   及び 26,508 330 26,839  

 構築物      構築物      構築物     
 土地 7,111 1,688 8,800   土地 1,701 － 1,701   土地 8,366 1,688 10,055  

 その他 10,980 － 10,980   その他 2,099 － 2,099   その他 12,068 － 12,068  

 合計 39,725 2,019 41,744   合計 7,822 － 7,822   合計 46,943 2,019 48,962  

   
 回収可能価額が正味売却価額の場  回収可能価額が、正味売却価額の  回収可能価額が、正味売却価額の場 
合には、主に不動産鑑定評価額に基 場合には、主に不動産鑑定評価額に 合には、主に不動産鑑定評価額に基づ 
づき評価している。また、回収可能 基づき評価している。また、回収可 き評価している。また、回収可能価額 
価額が使用価値の場合には将来キャ 能価額が使用価値の場合には将来キ が使用価値の場合には将来キャッシ 
ッシュフローを 3.1％～8.0％で割引 ャッシュフローを 2.9％～6.3％で割 ュフローを 3.1％～8.0％で割引いて 
いて算定している。 引いて算定している。 算定している。 
   

 



－３１－ 

 
（中間連結株主資本等変動計算書関係） 
 当中間連結会計期間 （自平成 18 年 2 月 21 日 至平成 18 年 8 月 20 日） 
 １.発行済株式に関する事項 

前連結会計年度末 当中間連結会計期間 当中間連結会計期間 当中間連結会計期間末 
株式の種類 

株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 株式数（株） 

普通株式 189,295,483 － － 189,295,483 

 
 

 ２.自己株式に関する事項 
前連結会計年度末 当中間連結会計期間 当中間連結会計期間 当中間連結会計期間末 

株式の種類 
株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 株式数（株） 

普通株式 456,353 38,778 854 494,277 

 
 （変動事由の概要） 
  増加数の内訳は、次のとおりである。 
   単元未満株式数の買取りによる増加 38,593 株  
   持分法適用関連会社の持分率変動による増加 185 株  
   
  減少数の内訳は、次のとおりである。   
   単元未満株式数の買増請求による減少 854 株  

 
 

 ３.配当金に関する事項 
  （１）配当金支払額 

配当金の総額 1 株当たり 
決議 株式の種類 

（百万円） 配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成 18 年 5 月 16 日 
定時株主総会 

普通株式 1,699  ９  平成 18 年 2 月 20 日 平成 18 年 5 月 17 日 

 
 

  （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が 
当中間連結会計期間末後となるもの 

配当金の総額 1 株当たり 
決議 株式の種類 配当の原資 

（百万円） 配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18 年10 月10 日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 1,699  ９  平成18年8月20日 平成 18 年 11 月 1 日 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 

  至 平成 17 年 8 月 20 日）   至 平成 18 年 8 月 20 日）   至 平成 18 年 2 月 20 日） 
現金及び現金同等物の中間期末残 現金及び現金同等物の中間期末残 現金及び現金同等物の期末残高と 

高と中間連結貸借対照表に掲記され 高と中間連結貸借対照表に掲記され 連結貸借対照表に掲記されている科 
ている科目の金額との関係 ている科目の金額との関係 目の金額との関係 

（平成 17 年 8 月 20 日現在） （平成 18 年 8 月 20 日現在） （平成 18 年 2 月 20 日現在） 
 現金及び預金勘定 98,719 百万円   現金及び預金勘定 112,407百万円   現金及び預金勘定 94,503 百万円  
      
 

預入期間が3ヶ月 

を超える定期預金 
△990 百万円 

  
預入期間が3ヶ月 

を超える定期預金 
△642 百万円 

  
預入期間が3ヶ月 

を超える定期預金 
△402 百万円 

 
 ＭＭＦ等 23,002 百万円   ＭＭＦ等 23,010 百万円   ＭＭＦ等 14,003 百万円  
 現金及び   現金及び   現金及び  
 現金同等物 

120,732 百万円 
  現金同等物 

134,776百万円 
  現金同等物 

108,103 百万円 
 

            
   



－３３－ 

（リース取引関係） 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 2 月 20 日） 

借手側 借手側 借手側 
1.リース物件の所有権が借主に移転 1.リース物件の所有権が借主に移転 1.リース物件の所有権が借主に移転 
すると認められるもの以外のファ すると認められるもの以外のファ すると認められるもの以外のファ 
イナンス・リース取引 イナンス・リース取引 イナンス・リース取引 

   
①リース物件の取得価額相当額、 ①リース物件の取得価額相当額、 ①リース物件の取得価額相当額、 

減価償却累計額相当額、減損損 減価償却累計額相当額、減損損失 減価償却累計額相当額、減損損 
失累計額相当額及び中間期末残 累計額相当額及び中間期末残高 失累計額相当額及び期末残高相 
高相当額 相当額 当額 

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 
  器具及    器具及     器具及  
  び備品 

その他 合計 
   び備品 

その他 合計 
    び備品 

その他 合計 
 

 取得      取得      取得     
 価額   価額   価額  
 相当 53,470 5,034 58,505   相当 56,924 4,203 61,127   相当 51,156 4,170 55,327  
 額      額      額     
 減価      減価      減価     
 償却      償却      償却     
 累計 28,608 2,068 30,677   累計 32,759 2,000 34,759   累計 29,859 1,807 31,667  
 額相      額相      額相     
 当額      当額      当額     
 減損      減損      減損     
 損失      損失      損失     
 累計 947 291 1,238   累計 1,547 94 1,642   累計 889 266 1,155  
 額相      額相      額相     
 当額      当額      当額     
 中間      中間      期末  
 期末      期末      残高  
 残高 23,914 2,674 26,588   残高 22,617 2,108 24,726   相当  
 相当      相当      額 

20,407 2,097 22,504 

 
 額      額           
      
②未経過リース料中間期末残高 ②未経過リース料中間期末残高 ②未経過リース料期末残高相当額 
相当額 相当額  

 1 年内 9,294 百万円   1 年内 8,523 百万円   1 年内 8,593 百万円  
 1 年超 19,765 百万円   1 年超 18,093 百万円   1 年超 16,127 百万円  
 合 計 29,059 百万円   合計 26,616 百万円   合 計 24,720 百万円  
        
 リース資産減損   リース資産減損   リース資産減損  
 勘定の残高 

1,058百万円 
  勘定の残高 

1,341 百万円 
  勘定の残高 

862 百万円 
 

      
③支払リース料、リース資産減損 ③支払リース料、リース資産減損 ③支払リース料、リース資産減損 

勘定の取崩額、減価償却費相当 勘定の取崩額、減価償却費相当 勘定の取崩額、減価償却費相当 
額、支払利息相当額及び減損損失 額、支払利息相当額及び減損損失 額、支払利息相当額及び減損損失 

 支払リース料 5,132 百万円   支払リース料 5,410 百万円   支払リース料 9,785 百万円  
 リース資産減損   リース資産減損   リース資産減損  
 勘定の取崩額 

188 百万円 
  勘定の取崩額 

272 百万円 
  勘定の取崩額 

368 百万円 
 

 減価償却費   減価償却費   減価償却費  
 相当額 

4,624 百万円 
  相当額 

4,811 百万円 
  相当額 

8,814 百万円 
 

 支払利息   支払利息   支払利息  
 相当額 

332 百万円 
  相当額 

272 百万円 
  相当額 

580 百万円 
 

 減損損失 1,286 百万円   減損損失 801 百万円   減損損失 1,286 百万円  
   
④減価償却費相当額の算定方法は ④同   左 ④同   左 

リース期間を耐用年数とし、残   
存価額を零とする定額法によっ   
ている。   
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 2 月 20 日） 

⑤利息相当額の算定方法は、リー ⑤同   左 ⑤同   左 
ス料総額とリース物件の取得価   
額相当額の差額を利息相当額と   
し、各期への配分方法について   
は、利息法によっている。   

   
   
2.オペレーティングリース取引に係 2.オペレーティングリース取引に係 2.オペレーティングリース取引に係 
る未経過リース料 る未経過リース料 る未経過リース料 

 1 年内 15,566 百万円   1 年内 16,572 百万円   1 年内 16,344 百万円  
 1 年超 138,739 百万円   1 年超 136,178 百万円   1 年超 142,145 百万円  
 合 計 154,305 百万円   合 計 152,751 百万円   合 計 158,489 百万円  
   
   

 



－３５－ 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
（自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 2 月 20 日） 

貸手側 貸手側 貸手側 
1.リース物件の所有権が借主に移転 1.リース物件の所有権が借主に移転 1.リース物件の所有権が借主に移転 
すると認められるもの以外のファ すると認められるもの以外のファ すると認められるもの以外のファ 
イナンス・リース取引 イナンス・リース取引 イナンス・リース取引 

   
①リース物件の取得価額、減価償 ①リース物件の取得価額、減価償却 ①リース物件の取得価額、減価償 

却累計額及び中間期末残高 累計額及び中間期末残高 却累計額及び期末残高 
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

  減 価 中 間    減 価 中 間     減 価  
  償 却 期 末    償 却 期 末     償 却  
  

取 得 

価 額 
累計額 残 高    

取 得 

価 額 
累計額 残 高     

取 得 

価 額 
累計額 

期 末 

残 高 
 

 車両      車両      車両     
 運搬 137 36 101   運搬 218 75 142   運搬 165 54 110  
 具      具      具     
   
②未経過リース料中間期末残高相 ②未経過リース料中間期末残高相 ②未経過リース料期末残高相当額 
当額 当額  

 1 年内 125 百万円   1 年内 127 百万円   1 年内 116 百万円  
 1 年超 281 百万円   1 年超 230 百万円   1 年超 262 百万円  
 合 計 406 百万円   合 計 357 百万円   合 計 379 百万円  
   
（注）上記は、転貸リース取引に係 （注）上記は、転貸リース取引に係 （注）上記は、転貸リース取引に係 
る貸手側の未経過リース料期末残高 る貸手側の未経過リース料期末残高 る貸手側の未経過リース料期末残高 
相当額（２９３百万円、うち一年超 相当額（２０７百万円、うち一年超 相当額（２４５百万円、うち一年超 
２０２百万円）を含んだものである。 １３３百万円）を含んだものである。 １６７百万円）を含んだものである。 
なお、当該転貸リース取引は概ね、 なお、当該転貸リース取引は概ね、 なお、当該転貸リース取引は概ね、 
同一の条件で第三者にリースしてい 同一の条件で第三者にリースしてい 同一の条件で第三者にリースしてい 
るので、ほぼ同額の残高が上記の借 るので、ほぼ同額の残高が上記の借 るので、ほぼ同額の残高が上記の借 
手側の未経過リース料期末残高相当 手側の未経過リース料期末残高相当 手側の未経過リース料期末残高相当 
額に含まれている。 額に含まれている。 額に含まれている。 
   
   
③受取リース料、減価償却費及び ③受取リース料、減価償却費及び ③受取リース料、減価償却費及び 

受取利息相当額 受取利息相当額 受取利息相当額 
 受取リース料 20 百万円   受取リース料 41 百万円   受取リース料 43 百万円  
 減価償却費 20 百万円   減価償却費 25 百万円   減価償却費 41 百万円  
 受取利息   受取利息   受取利息  
 相当額 

1 百万円 
  相当額 

8 百万円 
  相当額 

3 百万円 
 

            
   
④利息相当額の算定方法 ④利息相当額の算定方法 ④利息相当額の算定方法 

  利息相当額の各期への配分方法 同   左 同   左 
については、利息法によってい   
る。   

   
2.オペレーティングリース取引に係 2.オペレーティングリース取引に係 2.オペレーティングリース取引に係 
る未経過リース料 る未経過リース料 る未経過リース料 

 1 年内 68 百万円   1 年内 93 百万円   1 年内 101 百万円  
 1 年超 194 百万円   1 年超 123 百万円   1 年超 166 百万円  
 合 計 262 百万円   合 計 216 百万円   合 計 267 百万円  
   
   

 



－３６－ 

（有価証券関係） 
 

有価証券 
Ⅰ前中間連結会計期間末（平成 17 年 8 月 20 日） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

   取得原価  中間連結貸借対照表計上額  差  額  
 （1）株式  5,955 百万円   16,710 百万円   10,755 百万円   
 （2）債券           
 国債・地方債等  ―   ―   ―   
 社債  3,001 百万円   2,924 百万円   △76 百万円   
 その他  909 百万円   897 百万円   △11 百万円   
 （3）その他  48 百万円   64 百万円   15 百万円   
 合 計  9,914 百万円   20,597 百万円   10,683 百万円   
  （注）１．当中間連結会計期間末において、債券の「その他」に含まれる複合金融商品の時価評価を行い、 
       取得時より当中間連結会計期間末までに評価損１１百万円を計上している。 
       なお、「取得原価」には、評価損計上前の取得価額を記載している。 
 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
（１）満期保有目的の債券   

 非上場内国債券 6 百万円  
   
（２）その他有価証券   

 非上場株式 795 百万円  
 非上場外国債券 200 百万円  
 ＭＭＦ等 23,002 百万円  
    
３．当中間連結会計期間において、その他有価証券について 69 百万円の減損処理を行っている。 

 
 
Ⅱ当中間連結会計期間末（平成 18 年 8 月 20 日） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

   取得原価  中間連結貸借対照表計上額  差  額  
 （1）株式  5,938 百万円   23,339 百万円   17,400 百万円   
 （2）債券           
 国債・地方債等  ―   ―   ―   
 社債  2,651 百万円   2,520 百万円   △131 百万円   
 その他  908 百万円   880 百万円   △28 百万円   
 （3）その他  51 百万円   88 百万円   36 百万円   
 合 計  9,550 百万円   26,828 百万円   17,278 百万円   
  （注）１．当中間連結会計期間末において、債券の「その他」に含まれる複合金融商品の時価評価を行い、 
       取得時より当中間連結会計期間末までに評価損２８百万円を計上している。 
       なお、「取得原価」には、評価損計上前の取得価額を記載している。 
 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
（１）満期保有目的の債券   

 非上場内国債券 6 百万円  
   
（２）その他有価証券   

 非上場株式 722 百万円  
 非上場外国債券 200 百万円  
 ＭＭＦ等 23,010 百万円  
 
３．当中間連結会計期間において、その他有価証券について 273 百万円の減損処理を行っている。 

 
 



－３７－ 

 
Ⅲ前連結会計年度末（平成 18 年 2 月 20 日） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

   取得原価  連結貸借対照表計上額  差  額  
 （1）株式  5,948 百万円   23,087 百万円   17,139 百万円   
 （2）債券           
 国債・地方債等  ―   ―   ―   
 社債  3,201 百万円   3,057 百万円   △144 百万円   
 その他  908 百万円   877 百万円   △31 百万円   
 （3）その他  48 百万円   81 百万円  33 百万円   
 合 計  10,106 百万円   27,103 百万円  

 
16,997 百万円   

  （注）１．当連結会計年度末において、債券の「その他」に含まれる複合金融商品の時価評価を行い、 
       評価損３１百万円を計上している。なお、「取得原価」には、評価損計上前の取得価額を記載して 
      いる。 

 
２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
（１）満期保有目的の債券   

 非上場内国債券 6 百万円  
   
（２）その他有価証券   

 非上場株式 758 百万円  
 非上場外国債券 200 百万円  
 ＭＭＦ等 14,003 百万円  
 
３．当連結会計年度において、その他有価証券について 198 百万円の減損処理を行っている。 

 
 
 
 
（デリバティブ取引） 
当社グループは、ヘッジ会計が適用されているもの以外については、デリバティブ取引を全く利用していない 

ので、該当事項はない。 
 



－３８－ 

（セグメント情報） 
１．事業の種類別セグメント情報 
 

前中間連結会計期間（自 平成 17 年 2 月 21 日 至 平成 17 年 8 月 20 日） 
 コンビニエ 

 
総合小売業 

ンスストア 
専門店 その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 
営業収益及び営業損益        
営業収益        

（1）外部顧客に対する 
営業収益 

421,146 95,461 62,859 7,075 586,542 ― 586,542 

（2）セグメント間の        
内部営業収益又は 1,655 1 0 8,534 10,192 （10,192） ― 
振替高        

計 422,802 95,463 62,859 15,610 596,735 （10,192） 586,542 
営業費用 418,453 81,179 62,168 13,356 575,156 （10,200） 564,956 
営業利益 4,349 14,283 691 2,253 21,578 8 21,586 

 
 
 

当中間連結会計期間（自 平成 18 年 2 月 21 日 至 平成 18 年 8 月 20 日） 
 コンビニエ 

 
総合小売業 ンスストア 専門店 金融 その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

営業収益及び営業損益         

営業収益         
（1）外部顧客に対する 

営業収益 
435,740 97,131 68,171 8,994 564 610,601 ― 610,601 

（2）セグメント間の         

内部営業収益又は 1,729 1 ― 1,467 7,656 10,855 （10,855） ― 

振替高         

計 437,469 97,132 68,171 10,461 8,221 621,456 （10,855） 610,601 

営業費用 430,677 84,068 66,294 7,994 7,838 596,874 （10,845） 586,028 

営業利益 6,791 13,064 1,876 2,466 382 24,582 （9） 24,573 

 
 
 

前連結会計年度（自 平成 17 年 2 月 21 日 至 平成 18 年 2 月 20 日） 
 コンビニエ 

 
総合小売業 

ンスストア 
専門店 その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 
営業収益及び営業損益        
営業収益        

（1）外部顧客に対する 
営業収益 

876,224 184,187 128,068 14,159 1,202,640 ― 1,202,640 

（2）セグメント間の        
内部営業収益又は 3,439 2 0 17,498 20,940 （20,940） ― 
振替高        

計 879,663 184,190 128,068 31,658 1,223,580 （20,940） 1,202,640 
営業費用 867,464 159,961 125,526 27,068 1,180,020 （20,960） 1,159,059 
営業利益 12,199 24,229 2,541 4,589 43,560 20 43,580 



－３９－ 

 
（注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、グループ内の事業展開を基準として区分している。 
２．各事業区分の主要な内容 

 ・総合小売業 ………衣料品、住居関連品、食料品等の小売業 
 ・コンビニエンス ………フランチャイズシステムを主とするコンビニエンスストア事業 
  ストア  
 ・専門店 ………呉服、婦人服、紳士服等の専門小売業 
 ・金融 ………クレジットの取扱業務・保険代理業・リース取引、ＡＴＭ運用業務の 
     受託業務 
 ・その他 ………警備・清掃・保守業務、不動産事業等 
   

３．営業収益は、売上高及び営業収入の合計額である。 
    ４．事業区分の変更の方法 
       事業区分の方法については、従来、「総合小売業」、「コンビニエンスストア」、「専門店」、「その他」 
      の４区分としていたが、「その他」の事業区分について見直しを行った結果、クレジットの取扱業務・ 
      保険代理業・リース取引等を営む事業の重要性が増したことにより、金融区分として分離を行った。 
      当中間連結会計期間より、「総合小売業」、「コンビニエンスストア」、「専門店」、「金融」、「その他」 
      の５区分により表示することとした。 
       なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、この事業区分を用いた場合の事業の種類 
      別セグメント情報は、次のとおりである。 
 
 

前中間連結会計期間（自 平成 17 年２月 21 日 至 平成 17 年 8 月 20 日） 
 コンビニエ 

 
総合小売業 ンスストア 専門店 金融 その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

営業収益及び営業損益         

営業収益         
（1）外部顧客に対する 

営業収益 
421,146 95,461 62,859 6,344 730 586,542 ― 586,542 

（2）セグメント間の         

内部営業収益又は 1,655 1 0 1,164 7,372 10,194 （10,194） ― 

振替高         

計 422,802 95,463 62,859 7,508 8,103 596,737 （10,194） 586,542 

営業費用 418,453 81,179 62,168 5,696 7,661 575,158 （10,202） 564,956 

営業利益 4,349 14,283 691 1,812 441 21,578 8 21,586 

 
 
 

前連結会計年度（自 平成 17 年２月 21 日 至 平成 18 年 2 月 20 日） 
 コンビニエ 

 
総合小売業 ンスストア 専門店 金融 その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

営業収益及び営業損益         

営業収益         
（1）外部顧客に対する 

営業収益 
876,224 184,187 128,068 12,797 1,362 1,202,640 ― 1,202,640 

（2）セグメント間の         
内部営業収益又は 3,439 2 0 2,367 15,143 20,953 （20,953） ― 
振替高         

計 879,663 184,190 128,068 15,165 16,505 1,223,593 （20,953） 1,202,640 

営業費用 867,464 159,961 125,526 11,300 15,775 1,180,027 （20,967） 1,159,059 
営業利益 12,199 24,229 2,541 3,865 730 43,566 14 43,580 

 

 



－４０－ 

 

２．所在地別セグメント情報 
前中間連結会計期間（自 平成 17 年 2 月 21 日 至 平成 17 年 8 月 20 日） 
全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の 
記載を省略している。 
 
当中間連結会計期間（自 平成 18 年 2 月 21 日 至 平成 18 年 8 月 20 日） 
全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の 
記載を省略している。 
 
前連結会計年度（自 平成 17 年 2 月 21 日 至 平成 18 年 2 月 20 日） 
全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の 
記載を省略している。 

 
 
３．海外売上高 
前中間連結会計期間（自 平成 17 年 2 月 21 日 至 平成 17 年 8 月 20 日） 
海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 
当中間連結会計期間（自 平成 18 年 2 月 21 日 至 平成 18 年 8 月 20 日） 
海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 
前連結会計年度（自 平成 17 年 2 月 21 日 至 平成 18 年 2 月 20 日） 
海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 
 
（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

１，０５１円９４銭 １，２８１円５１銭 １，２６５円８０銭 
   
   １株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益 

   ２３円９７銭 ８４円６４銭 
   
１株当たり中間純損失       

△１１８円１５銭       
   
   
（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の金額については、潜在株式がないため記載していない。 
   ２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 
 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
１株当たり中間（当期）純利益金額及び      
１株当たり中間純損失金額      
 中間（当期）純利益（百万円） ― ４，５２６  １６，１０１  
 中間純損失（百万円） △２２，３２７  ― ― 
普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― １１１  

  （うち利益処分による役員賞与金（百万円）） ― ― １１１  
普通株式に係る純利益（百万円） ― ４，５２６  １５，９９０  
普通株式に係る純損失（百万円） △２２，３２７  ― ― 

 普通株式の期中平均株式数（千株） １８８，９７９  １８８，８２０ １８８，９１８ 
 



－４１－ 

（重要な後発事象） 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成 17 年 2 月 21 日 （自 平成 18 年 2 月 21 日 （自 平成 17 年 2 月 21 日 
 至 平成 17 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 8 月 20 日）  至 平成 18 年 2 月 20 日） 

1. 当社の連結子会社である青木ヶ     
原高原開発株式会社が、平成 17 年 9       
月 1 日、名古屋地方裁判所へ民事再生     
法の適用申請を行った。平成 17 年 9   
月 15 日、同裁判所により開始決定が   
なされたが再生計画の認可等は、まだ   
行われていない。   
 今後、同社の再生手続きの進展によ   
っては、債務免除益が発生する可能性   
がある。   
   

   
２．当社の連結子会社である株式会社   
さが美は、株式会社すずのきの営業を   
譲受けることについて基本的に合意   
した。具体的内容については協議中で   
あるが、株式会社すずのきの子会社で   
あるグリーン・ベル株式会社に株式会   
社すずのきの営業を譲渡した後に、株   
式会社さが美がグリーン・ベル株式会   
社の株式を取得し、子会社化する方向   
で平成 17 年 10 月 13 日の株式会社さ   
が美取締役会で決議し、これに基づき   
同日、株式会社すずのきとの間で基本   
合意書を締結した。   
   
（１）営業譲受けの目的   
 株式会社さが美の主要事業である   
きもの事業において、グループとして   
のスケールメリットによるバイイン   
グパワーの強化から経営効率アップ   
と営業基盤の強化につなげるものと   
考え、営業の譲受けを行うこととし   
た。   
   
（２）譲受けの内容   
 譲受資産・負債の内容、取得価額お   
よび譲受けの時期については今後の   
協議による。   
 なお、平成１７年３月期における株   
式会社すずのきの業績は、売上高９７   
億円、経常利益９８百万円である。   
   

   

 


